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【参考】Ⅱ-（１）ICTを活かした遠隔診療や地域医療連携の普及について

○厚生労働省局長通知（H9.12.24及びH15.3.31ならびにH23.3.31）による要件明確化。
初診及び急性期疾患は、原則直接対面診療。
上記にかかわらず患者要請により患者及び家族に十分な説明を行った上で直接対面診療との組合せ
で、下記は可能。
ｱ) 直接対面診療が困難で当面必要な診療を受けることが困難な場合（例えば、離島等で往来診に長
時間・危険を伴う場合）

ｲ) 慢性期疾患で病状が安定しており遠隔医療で療養環境向上が認められるもの（例えば、在宅の酸
素療法/糖尿病/ぜんそく/高血圧等の患者）

上記通達に「診療の実施責任は診療した医師等が負う」ことを明記。

○ 震災後、被災地の対面診療が困難な患者は、上記ア）に該当する旨の事務連絡発出。
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対面診療を基本とする

医師法20条等

○ 医師の不足や偏在（医師数不足、被災地外への医師の転居等）や医療機関の不足や偏在（医療施設の流出・倒壊、まちづ
くり計画の未決定や不動産価格の高騰に伴う再建場所確保の困難さ）等により、被災地の医療体制の再構築は進展せず。

○ 被災地の医師・医療機関の不足を補う一助と考えられるICTを活かした遠隔診療や地域医療連携について、引き続き普及
に向かう対応を進めることが重要。
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ICTを活かした遠隔診療や地域医
療連携の普及に関連する事項の例

対応状況

○ 厚生労働省局長通達（H22.2.1）にて、電子カルテの外部業者による保存を認める。

○ 厚生労働省が電子カルテの推奨仕様を呈示しており、医療機関間での一定の情報共有は可能。

○ 広域的な医療情報連携基盤の先行運用システムは、大学病院などを地域中核病院に据えて構成。
（平成23年度から香川県、広島県、島根県の3地域で実証実験を実施中。）
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医療機関相互の医療情報
の共有



【参考】 Ⅱ-（２）技術の社会実装を実現するための「人」「場」「資金」の縁づくり

技術

・被災地で社会的企業を担う人材を育成
（復興支援型地域社会雇用創造事業
「社会的企業人材創出インターンシップ事業」・内閣府）

・志を持った経営人材の被災地における育成
（グロービス経営大学院仙台校の開校）

・被災地方公共団体と企業が連携するプロジェクトの
事業計画作りを支援
（「企業連携プロジェクト事業化支援」・（復興庁）

・復興をリードする企業作り（事業計画策定）を支援
（（一社）MAKOTO）

・まちづくりを進める地元団体に専門家を紹介
（「復興まちづくり人材バンク」・国交省）

・大手企業の経営資源を被災地企業に
つなぐ場（対話の場）の提供
（地域復興マッチング「結の場」・復興庁）

・復興意識を共有する有志が集う場を提供
（（一財）KIBOW）

・様々なﾊﾞｯｸｸﾞﾗﾝﾄﾞを持つ人々が共有する
ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽを提供（cocolin）
（（一社）MAKOTO 、 （株）仙台ｿﾌﾄｳｴｱｾﾝﾀｰ）

・被災地での社会的企業の起業家に
最大300万円相当のヒト・モノ・カネを
総合的に支援
（復興支援型地域社会雇用創造事業「社会起業
インキュベーション事業」・内閣府）

・企業からの寄付金を基金化し、新規事業の
ｽﾀｰﾄ資金あるいはﾋﾞｼﾞﾈｽﾘｰﾀﾞｰ育成奨学金
として提供
（「ﾀﾞｲﾑﾗｰ・日本財団ｲﾉﾍﾞｰﾃｨﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ基金」・
ﾀﾞｲﾑﾗｰﾍﾞﾝﾂ、日本財団、ｸﾞﾛｰﾋﾞｽ経営大学院）

・事業者に共感する個人から
資金を集める仕組みの構築
（「ｾｷｭﾘﾃ被災地応援ﾌｧﾝﾄﾞ」・
ﾐｭｰｼﾞｯｸｾｷｭリﾃｨ（株)）

人
・意欲・志・経営・マネジメント能力

×
・技術面・経営面のサポート

場
・技術の実証フィールド
・技術と人・資金との出会い
・ニーズとシーズのマッチング
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○ 技術の社会実装のためには、技術を経営に
活かす原動力となる意欲・志と経営・マネジ
メント能力を持つ人材や、技術面や販売
ルート開拓も含めた経営面についてアドバイ
スやサポートの出来る人材が必要。

○ また、技術が、自治体、企業、NPO、ボラン
ティアなど様々な関係者と出会う場が有効。
さらに資金が確保されることが必要。
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（取り組み事例）

（取り組み事例）

（取り組み事例）



【参考】 Ⅱ-（３）新たなまちづくりの促進への取り組み

○ 被災地自治体は、復旧・復興の対応事務で人手不足の上に、今まで経験や蓄積の無かった分野の対応が必要となり、職員
数や専門能力など、量・質の両面から、復興・再生に十分取り組むことが出来ない状況。

まちづくりに関わる取組事例

ガレキ処理

・膨大なガレキを可燃物、不燃物、木くずなどにコストと手間をかけて丁寧に分別。
環境基準をクリアできたものに限って、復興事業への利活用を推進。

市街地・居住地復興のための事業規模 ：435地区*（阪神・淡路大震災：20地区の20倍以上）
【東日本大震災の被害の特徴（「復興の現状と取組」、平成24年11月27日、復興庁資料より）】

「まちづくり」の加速が
復興のための大きな課題

*土地区画整理事業、津波復興拠点整備事業、防災集団移転促進事業、漁業集落防災機能強化事業の合計

「スマートシティ」の構築

・多様な技術で構成されるスマートシティの構築を検討しようとしても、職員の技術
蓄積が十分でなく、十分な対応が困難。また関連する行政組織が多岐にわたり、
横断的なマネジメントが要求される。

駅名票のQRコードを読み取ることにより、携帯電話等で運行状況の確認
が出来る。待合室においては運行状況を表示

（出典：「防潮堤を勉強する会」HP）

（出典：環境省）

（出典：経産省）（出典：JR東日本）
（出典：河北新報）
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「防潮堤を勉強する会」（宮城県気仙沼市）

・再整備される防潮堤建設に対して、市民が自主的に行政関係者や学識経験
者を招き勉強会を開催。

ＪＲ東日本気仙沼線BRT*
・震災から1年5か月後の2012年8月に開通したBRT。ICT技術を利用したバスロ
ケーションシステムが導入されている。複数自治体をまたがる交通インフラは
調整を要する機関も多岐にわたる。（*BRT：Bus Rapid Transit（バス高速輸送システム））



【参考】 Ⅱ-（４）除染作業の加速化に向けた取り組み-１

「除染及び特定廃棄物処理に関する関係閣僚会合」（H24.11.6）資料1より抜粋

○ 環境省では、除染の加速化及び不安解消に向けた対策を「除染推進パッケージ」として
策定・公表。

○ 除染作業に関しては、関係府省が各々の専門分野を中心に研究や実験を進めながら、
次頁の工程表をもとに取り組んでいる。
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【参考】 Ⅱ-（４）除染作業の加速化に向けた取り組み-２

「除染及び特定廃棄物処理に関する関係閣僚会合」（H24.11.6）資料２より抜粋 5


